
本テキストに関する質問書

下記に、質問内容を書き、メールまたは郵送して下さい。

メールにて回答返信、併せて、資料なども返信させて頂きます。

申込日 年 月 日②

フリガナ
ＴＥＬ

氏 名
ＦＡＸ

e-mail

送付先：
株式会社 エービーシー・リソーシス

〒169-0075 東京都新宿区高田馬場1-33-13 千年ビル７Ｆ

電話：03-3200-3414 ＦＡＸ：03-3200-3499

メールアドレス：abcr@abcr.co.jp

は し が き

学問に王道なし、「受験に王道」あり。

受験対策書といってもいろいろな書籍が出版されていますが、本書は「合格
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しかし、本書は２次試験突破、最終合格を視野に入れ、「本質」が理解でき

るようにも説明しています。

特長１ ビジュアルに説明
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な知識を「確実に記憶」するには、図解や表で整理されたビジュアルな知識を
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特長２ 試験に出る問題を重視
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第３問には本書の［設例問題］をトレーニングすることにより対処できるよう

にしてあります。第４問は財務諸表分析の総合問題(26点～30点)が出題されま

す。第４問には本書の第16章で、試験の出題順序に従ってＡ社の財務データを

具体的に分析することにより解き方がマスターできるようになっています。

特長３ 試験に出る公式

特に、毎回のように出題されている重要な項目、式には「試験に出る公式」

として、何を学習すれば合格できるのか学習目標を明確にしています。

「１次試験に合格すればＯＫ」だけでなく、２次試験のための本質理解にも

重点をおき、初めて学習される方であっても必ず「合格」できるよう「やさし

く説明」してあります。

拙書が受験生の皆様の合格の一助になれば幸いです。

2011年11月 朝日奈 利頼
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